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Abstract 
In the second half of the 1990s, the so-called performance management 
system was introduced into Japan as performance-based pay system from 
America. Performance management system in those days meant the severe 
treatments like as wage reduction, demotion, and fire. It was not long before 
pay for performance was criticized by reason of the vagueness of the 
evaluation standards and the dysfunctions of the systems. Performance 
management system including pay for performance is on the way of 




system will be introduced continuously. When these could not be overcome, 
however we can find a course of Japanese-style performance management 









































































































  する危機管理型(Crisis Management)の成果主義。 
 ②他社が導入しているからとか、導入しないと遅れをとるからといった明確な 
  目的や方法論がないままに導入する概念不明瞭型(Non Clear Concept)の成果 
  主義。 
 ③人事戦略を経営戦略と連動させ戦略的視野を短期だけでなく中長期まで拡げ、 
  しっかりとした目的や方法論に基づいて成果主義的人事施策を導入する戦略 






































 具体的には、次のような施策が取られた (日本能率協会, pp.46‐47)。 
 ①基本給を従来の職能資格制度を基盤とした職能給に役割給や職務給を加える。 
  ②基本給を従来のままに、賞与により個別・部門別に業績格差をつける。 
  ③基本給を職務の相対的価値に基づく職務給あるいは範囲職務給に一本化する。 



















































































































































 1999年 2005年 
職能給 
管理職層 80.9  57.5  
一般職層 85.2  70.1  
役割・職務給
管理職層 21.1  61.0  
一般職層 17.7  40.9  
年俸制 
管理職層 22.7  37.4  
一般職層  1.9   7.1  
(出所) 社会経済生産性本部, 2006, p.8より作成した図表を正亀, 2008, p.71より転載。 
 































































































* 受付日：2010 年 1 月 4 日  受理日：2010 年 2 月 2 日 
 1) 日立総合計画研究所「日本型労使関係の長期予測（1977年）」のデルファイ調査によると、 
  「終身雇用制」に対する労使の評価は高く共に「支持する」姿勢がみられ、それは将来にお 
  いても「変化しない」とする意見が多かった。 
 2) 1997年の『労働白書』では、「最近導入が進みつつある年俸制にみられるように賃金決定に 
  おいて能力や業績を反映する傾向が強く」なっており、「より能力・業績主義的なものにして 
  いくなどの見直しにより、・・・労働者の職務能力や業績を適切に評価する仕組みを構築する」 
  と、その重要性が強調された (労働白書, 1997, p.191)。また、成果主義や業績主義といっ 
  た言葉が、労働白書の中で散見されるようになったのは、2000年のことであった (労働白書,  
 2000, p.1の注3)。 
 3) 城 繁幸『内側から見た富士通「成果主義」の崩壊』光文社、2004年。本書は、成果主義を 
  使いこなせない経営トップと管理者により、従業員の士気の低下を引き起こし、ついには企 
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